
1.2.2高 蔵寺 ニュー タ ウンに対す る評価

(1)賃 貸住戸居 住者 によ る評価

将来戸建住宅へ の住み替 えを希望 してい る割合 をみ ると、世帯主年齢20・30歳 代

では、「是非住 みたい」 とい う回答 が4～5割 と高い。 「できれ ば住みたい」 と合わせ

る と、約8割 が希望 している。 この割合は、世帯主年齢が高 くな るにつれ て減少 し、

70歳 代では、約 半数が 「あま り住みた くな い」 と考 えてお り、現在 と同様 の集合住

宅へ の居住 に肯定的で ある。

図 表III-1.2-30賃 貸 戸 建 へ の 住 み替 え希 望

現在 の住居 に住み続 け る予 定年 は、世帯主年齢20・30歳 代では、「5年以下」が約

半数 を占め る。 「一生住みたい」 と考 えてい る割合 は、世帯主年齢50歳 代以上では、

2～4割 を示 してい るが、40歳 代以下で は数%に 過 ぎず、特に20歳 代 では殆 ど存在

しない。

図 表III-1.2-31賃 貸 現住 戸 に住 み 続 け る予 定年
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戸建 に住みたい割合 を家族 型別 にみ ると、6類(夫 婦+幼 子+高 齢者)で の希望割合

が 「是非住みたい」 「で きれ ば住みたい」合わせて9割 以上 と高 く、1類(高 齢者 単

身)で 約2割 と低 いのが顕 著な特徴 であ る。

図 表III-1.2-32賃 貸 戸 建 へ の住 み 替 え希 望

図 表III-1.2-33賃 貸 戸 建 へ の住 み替 え希 望
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(2)分譲住戸居住者による評価

前住居 か らの転居理 由をみ ると(図 表III-1.2-34参 照)、 「取得価 格が適当」で あっ

た とい う回答が約3割 と最 も多 く、 「広 さが適当」「間取 りが気 に入 った」 「周辺環境

の良 さ」 が続 く。

将 来転 出す る場合 の理 由 としては、「住戸の老朽化」が最 も多 く、「部屋数 の少 な さ」

「広 さ ・間取 り」が次 ぐ
。他の理 由 と しては、 「親 ・子 との同居 」「老後 ・子供 の成長」

な どの家族 形態の変化が挙げ られ る。

図表III-1.2-34分 譲 居住予定年別前住戸か らの転居 理由

住戸 の満足度 に関 して は、全体 として半数以 上が 「満足 してい る」と回答 してい る
。

中で も世帯主年齢20歳 代 は、9割 近 くが肯 定的で ある。間取 りに対す る満足度をみ

ると、や は り、世帯主年齢20歳 代の満足度 が約80%と 高いが
、30歳 代で は、満 足

してい る割 合が20%以 下 と、特 に低い値 を示 してい る。家族型 では、特 に低い類型

がみ られ ない。

162



図表III-1.2-35分 譲 世 帯 主年 齢 別

現 住 戸 の満 足 度

図 表III-1.2-36分 譲 家 族 型 別

現 住 戸 の満 足 度

図 表III-1.2-37

分譲 世帯主年齢別現住戸の

間取り満足度

図 表III-1.2-38

分譲 家族型別

現住戸の間取 り満足度
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1.3合 意形成 に対す る意 識

賃貸住戸 を対象 とした再生工事においては、意思決定 レベルDI(住 戸内)の 一部

を除いて は、主体P1(住 み手)に よる再生着手の決 定が不可能であ り、P2(所 有主

体)の 意思 に拠 る ところが大 きい。又 、分譲住戸の再生工事 では、P1とP2は 原則

的に同一で ある と仮定で きることか ら、P1・2(住 み手兼所有 主体)と しての意思決

定が行 われ る。DIレ ベルにおいては、住戸内に関わ る主体、即 ち、世帯内での合意

に よ り再生 は決定 され るが、DIIレ ベル以上の合意 につ いて は、多様なイ ンセ ンテ ィ

ブを有す る世帯間の調整 が必要 とな る。

以上 を前提に、ここでは、賃貸 においてはP1が 、又、分譲 にお いて はP1・2がD

IIレ ベル以 上の再生対象部位 毎 に どの程度 の合意 割合が適 当で あ ると考 えてい るか

を観察す る。

1.3.1賃 貸

賃貸 についてみ ると(図 表III-1.3-1参 照)、DII(住 棟)レ ベルの再生につ いては、

全体的 に、20～30%のP1(住 み手)が 「住み手の意 見を聞 く必要はない」 と回答 し

てい る。 「20～50%の 合意 が必要」 とい う割合が数%、 「51～75%の 合意が必要」が

約10%、 「76～99%」 が数%、 「「100%の 合意 が必要」 と回答 した割合が10～20%

存在 してい る。 これは、 「住 民の合意 は不要」 とい う現状の再生決 定上 の枠組み を支

持 してい るグル ープ と、再生の計画 には 「過 半数 の合意 が必要」 と考 えるグル ープ、

及 び、共用部 の再生 に対 しては 「全員 の合意」の基 に再生 を計画 ・実施すべ きで ある

とす るグル ープの大 きく分 けて3種 の意見 が存在 してい ることを意 味 して いる。

「DII:屋 上 ・屋根 ・外壁」 に関 しては、「合意必要な し」の割合が約30～40%と

比較的 高 く、逆 に 「DII:設 備 ・構造体」及 び公共施設 ・駐車場 ・ゴ ミ処理場 といっ

たDIIIレ ベルの再生項 目につい ては、「合意 必要 な し」割合 は10数%と 低 く、「100%

の合意 が必要」 とす る割合 が約30～40%と 高い。 これ は、シェル ター と しての外装

部位 についてはP2(所 有者)に 決 定を委ね、建築物 の安全 ・利便的性 質に関わ る部

位 及び団地(DII)レ ベル に関わる部位 についてはなるべ く住民の意思を反映 したい、

とい う住み手の意思決定 に関す る傾 向を示唆 してい る。

属性別 の回答傾向の特徴 をみ る と、「エ レベータ」・「廊 下」に関 しては 「居住階数」

が高い程 「合意必要な し」割合が増加 す る。又、 「世帯 主年齢 が60歳 以上」 は、「必

要な し」及び、 「100%合 意」 にはっき りと回答が分かれ、 「無記入」の割 合 も約40%

と他が10%以 下で あるのに比べ て高い。居住年数別 の傾 向 と しては、全 体的に 「居住

年 数11年 以上」 に 「意見 を聞 く必要はない」割合 が比較的高い。
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1.3.2分 譲

分譲 についてみ ると(図 表III-1.3-2参 照)、DII(住 棟)・DIII(団 地)レ ベル共 に、

「51～75%の 合意が必要」「76～99%の 合意が必要」の2つ の回答 グループが大半 を

占め る。 これ は、区分所有法17条1項 に よる 「共用部分 の変更」に関す る3/4以 上

の議決規 定、及 び、同法18条1項 ・39条1項 によ る 「共用 部分の管理」 に関す る

1/2以 上の議決規 定の認識 に基 くものであ ると考 え られ る。

属性別 に回答 の傾 向 をみ る と、 「5～8階 居住者」及び 「世帯主年齢30歳 代以下」

において合意が必要 と考 える割合 が総 じて高 い。 「100%の 合意 が必要」 との回答 及

び 「意見 を聞 く必要はない」 との回答は、全項 目を通 して数%ず つ と少数 なが ら存在

してい る。

「建替 え」に関 しては、「51～75%必 要」割合が10数%、 「76～99%必 要」割 合が

約40%、 「100%必 要」割合 が20数%と い う結果 が得 られ た。 区分所有法62条1項

にお ける区分所有者及 び議 決権の4/5以 上 とい う規定 に対 して、「合意緩 和」「合意厳

格化」 の両意見が存在 してい るこ とがわか った。
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図 表III-1.3-1-(1)賃 貸 ・合 意 意 識 と属 性
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図 表III-1.3-1-(2)賃 貸 ・合 意意 識 と属性
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図 表III-1.3-2-(1)分 譲 ・合 意 意 識 と属 性
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図 表III-1.3-2-(2)分 譲 ・合 意 意 識 と属 性
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